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１．入居契約内容の重要性 

サービス付高齢者向け住宅事業（以下「サ高住」

といいます。）1を成功させるためには、入居契約

の内容は、最も重要といっても過言ではありませ

ん。 

 

 サ高住では、入居者へのサービスの対価、補助

金収入等もあり、案件によって収益構造は異なり

ますが、家賃収入の比率がかなり高いのが一般的

であり、滞りなく確実に家賃収入を確保できるよ

うな契約内容とすることは、事業計画どおりの事

業を完遂するために不可欠です。 

そもそも契約リスクを意識していない場合が問

題なのはもちろんですが、事業者として、契約条

項でリスクを回避しているように意図していても、

実際にはリスク回避を出来ていないということも

あります。 

逆に、実際には法的リスクがないにも関わらず、

必要以上に警戒してしまってせっかくのビジネス

チャンスを逃してしまう場合もあります。 

 

                                                   
1 国土交通省 HP：サービス付き高齢者向け住宅について 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukenti

ku_house_tk3_000005.html 

以下、契約に関して誤解しやすい典型的な例と

して二つの問題をご紹介します。 

 

２．死亡時終了条項があれば相続しない？ 

 「入居者が死亡した時は契約を解除することが

出来る」という条項を入れてある賃貸借契約があ

り、これによって当然に入居者の方が亡くなられ

た場合は契約を終了させることが出来ると認識さ

れている方もおられます。 

 しかし、借地借家法という法律により、賃借人

死亡を契約解除事由とする特約は無効となります

ので、入居者の相続人に契約が引き継がれてしま

います 2。 

入居者が亡くなった際に契約を終了させる、と

いう契約をするには、知事の認可を受けて終身建

物賃貸借契約を結ぶことが必須です 3。 

                                                   
2 建物賃貸借契約の更新について定める借地借家法第三

章第一節の第 30 条で、このような特約は、「この節の規

定に反する特約で建物の賃借人に不利なもの」であると

して、無効であると解釈されています。  
3 終身建物賃貸借契約とは、「高齢者の居住の安定確保に

関する法律」に基づき、高齢者が死亡するまで終身にわ

たり居住することができ、死亡時に契約が終了する相続

のない「一代限り」の契約です。（東京都 HP より）

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_seisaku/s

yushin_tatemono/ 
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３．利用権が終了したらどうなる？ 

 入居契約を賃貸借契約ではなく利用権契約とさ

れているケースがありますが、その場合に利用権

の期間が終了した際に入居者が明渡しを拒んだ場

合に、明渡しを出来ないという事態が生じてしま

うのではないか、という不安をお持ちの方もいま

す。 

 この点については、利用権契約は、賃貸借契約

と違って借地借家法の保護が及びませんので、原

則として契約期間が終われば自動的に契約終了と

なります。したがって、仮に入居者が住み続ける

ことを主張したとしても、最終的に訴訟、強制執

行で明渡しを実現することが可能です。 

 

 サ高住においては、終身建物賃貸借という契約

があることや、サービス契約もセットになってい

ること等、通常の賃貸経営と異なる問題が多々あ

ります。 

 入居者とのトラブルを避け、計画どおりの事業

を成功させるには、入居契約だけでなく、土地オ

ーナーとの契約や介護事業者との契約整備が欠か

せません。
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